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ILC: 第二加速器文明の入口

山内　正則
高エネルギー加速器研究機構  機構長

ＩＬＣ推進準備室　室長

刊 行 にあたって

　今､私たちは20世紀から21世紀にかけての科学技

術真っ盛りの時代を生きています。この時代を可能

にした発明の一つが加速器だと思います。初期の加

速器の代表格は､1930年代に原子核のことを調べる

ために作られた小さなサイクロトロンでした。その

後加速器は極めて大きな進展を遂げ､周長が山手線

と同じくらいのものまで作られています。これによ

って､1センチの十億分の一のさらに十億分の一く

らいの素粒子の世界を支配する法則が良くわかるよ

うになりました。

　このことは同時に､宇宙の誕生のごく初期に何が

起こったのか自信をもって説明できるようになった

ことを意味します。また､加速器からの光や中性子

を使って実際に目に見える物質がどのような構造を

しているかわかるようになり､さらに生命体のよう

な非常に複雑な分子がなぜ多様な機能を持つかなど

ということも明らかになってきました。

　加速器のもたらす恩恵は科学においてだけにとど

まりません。工業的利用や医療への応用などもどん

どん広がりを見せ､人間の生活にも現実的な貢献が

できるようになってきました。これら加速器がもた

らした成果を数百年後の子孫が振り返ったとすれ

ば､20世紀から21世紀にかけては加速器の急速な進

歩によって人類の自然理解が急速に深まり､その応

用によって人類に恩恵をもたらした､いわば加速器

文明の時代だったということになろうと思います。

この文明のけん引役を果たしてきたのが素粒子など

の科学研究に使われてきた先端性の高い大型加速器

です。

　その大型加速器は今､絶頂にありますが､円形の加

速器､特に電子加速器においては限界が見えだした

のも事実です。ここに大きな希望となるのが直線型

の大型加速器です。円形加速器が80年かかって挙

げてきた大きな成果を､まっすぐな加速器が受け継

いで次の100年でさらに大きく発展させ､いわば第

二加速器文明の入り口となるのがこの冊子で説明す

る国際リニアコライダー(ILC）です。

　ILCは素粒子物理学の発展に大きく寄与すること

が期待されますが。ここから始まる第二加速器文明

によって我々の想像をはるかに超えた成果がもたら

されるに違いありません。80年前にサイクロトロ

ンを発明したローレンス博士は､加速器文明がここ

まで到達するとはおそらく想像していなかったと思

います。これからの第二加速器文明についてもいっ

たい何がおこるのか､全貌が見えるのは百年先かも

しれません。後進に夢を託して走り始めることが､

転換期にある文明を担う我々の使命ではないかと思

っております。

上 /  ILC完成予想図
左 /  ILC模式図　©Rey. Hori

　国際リニアコライダー　(International Linear Collider､ILC) は､地下約100メートルのトンネルに
設置する将来型電子・陽電子衝突加速器です。世界最高エネルギーまで「電子」とその反粒子「陽電
子」を正反対の方向からそれぞれ直線状に加速して正面衝突させ､そこから引き起こされる素粒子反応を
研究します。ILCは全長20キロメートル､重心系エネルギー250ギガeV電子ボルト(GeV)の加速器として
開始する計画です
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第 四 分 冊：はじめに

　国際リニアコライダー　(International Linear Collider､ILC) は､世界最高エネルギーま

で､電子とその反粒子である陽電子を正反対の方向からそれぞれ直線状に加速して正面衝突

させ､そこで起こる素粒子反応を研究する実験装置です。ILCの実験は､究極の自然法則と宇

宙の始まりの謎の解明を目指します。次世代エネルギーフロンティア加速器実験施設とし

て､電子・陽電子リニアコライダーが必要であるとして､世界の高エネルギー物理学研究者コ

ミュニティは､国際的な枠組みで研究開発と設計作業を行ってきました。科学的意義と実験

施設の技術的完成度から判断して､今､実現に向けて大きく踏み出す時期だと考えます。

　高エネルギー加速器研究機構（KEK）は､日本の加速器科学の総合的発展の拠点として､新

しいサイエンスや応用研究のフロンティアを推進してきました。5年間の具体的な研究計画

｢KEKロードマップ｣を策定､ILC計画については､「日本がホストするILC計画を推進するた

めに国際準備組織を立ち上げ､装置､施設・設備､研究所組織の詳細設計などに取り組み､国際

協力の枠組みによる建設着手を目指す」と記載しました。KEKはILC推進準備室(室長：山内

正則機構長)を設置し､機構内外と連携してILC計画実現に向けた活動をしています。今回は

ILC計画の理解増進活動の一環として､本冊子を編纂しました。

　第4分冊では､加速器がこれまで社会にどのような波及効果を及ぼしてきたのか､KEKの活

動を中心に紹介するとともに､ILCの波及効果について考察します。
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表1 /  加速器を用いた実験によるノーベル物理学賞受賞リスト

人 類の知 的 資 産への貢 献

 加速器で生み出された成果は､素粒子物理学の発展に大きく寄与し､多くのノーベル賞受賞にも貢
献しています。ここでは､KEKの加速器を中心に実例を説明します。

　｢KEKB加速器｣はKEKつくばキャンパス地下11メ

ートルのトンネルに設置した周長3キロメートルの電

子·陽電子衝突型加速器です。電子､陽電子の二つの蓄

積リングとそれらに電子､陽電子のビームを入射する

線形加速器から構成されます。ビームは逆方向に走

り､1点で衝突するように設計されています。衝突点

に設置された約8メートル立方の巨大なBelle(ベル)測

定器が､この衝突によって起こる素粒子反応を捉えま

す。

　｢Belle実験｣は､世界15ヶ国約60の大学と研究機関

に属する約400名の研究者によって行われた国際共同

実験です。電子と陽電子の衝突で大量に生成される

｢B中間子｣を調べ､2001年にB中間子の崩壊に｢CP対

称性の破れ｣があることを発見しました。

　CP対称性の破れは､ひとつの物理現象とそれを｢CP

反転｣させた現象の間に違いがあることを意味しま

す。CP反転は物質を反物質に変える役目をするの

で､CP対称性に破れ(違い)があると､物質と反物質の

振る舞いに違いを引き起こします。なぜ宇宙には物質

と反物質が同じ数存在せず､主に物質だけが存在する

のか､という謎を解く鍵となることが期待される現象

です。Belle実験でのCP対称性の破れの発見は､2008

年の小林誠KEK特別栄誉教授と益川敏英京都産業大

学教授､名古屋大学素粒子宇宙起源研究機構長·特別教

授のノーベル物理学賞受賞へとつながりました。

　KEKB加速器は2010年に運転を停止。高度化に向

けて改造を行い､2018年の本格的な運用開始を予定

しています。改造後の加速器｢SuperKEKB｣はKEKB

の40倍の衝突効率を目指しています。測定器もBelle

からBelleIIに高度化され､約50倍の量のデータを収

集解析する予定です。この高度化で､KEKBで40年

かかるデータの収集が､わずか１年で可能になりま

す。SuperKEKBを使って行われるBelleII実験は､粒

子·反粒子の対称性の破れや､宇宙初期に起こったはず

の極めて稀な現象の再現に挑戦し､未知の素粒子やそ

の性質を明らかにすることを目指しており､ノーベル

賞級の成果が期待されます。

　2012年7月､欧州合同原子核研究機関(CERN)が

質量の起源とされる｢ヒッグス粒子｣と見られる新粒

子の発見を発表しました[参考文献5,6]。この発見

は､CERNの周長27キロメートルの円形加速器「大型

ハドロン衝突型加速器(LHC)」とATLAS/CMS測定器

による実験の成果です。2013年､この発見により｢ヒ

ッグス機構｣を提唱した､ピーター・ヒッグス､フラン

ソワ・アングレール両氏がノーベル物理学賞を受賞し

ました。ほかにも大型加速器を用いた素粒子実験が

ノーベル物理学賞に貢献した例がたくさんあります

(表1)。

　ILCの実験でも､ノーベル賞級の研究成果が期待でき

ます。ILCは素粒子である電子と陽電子を人類未踏の

エネルギーで衝突させるので､今まで見つけられなかっ

た新粒子を発見する可能性があります。新粒子の発見

は､人類が知らない物理法則が存在することを意味しま

す。

　すでに存在が知られているヒッグス粒子の精密測定

が最重要課題です。構造を持たない｢素粒子｣なのか､自

然には力の統一の鍵と考えられている超対称性は存在

するのか､といった現代素粒子物理学の疑問を明らかに

します。LC実験でこれらの疑問に対する新たな発見が

あれは､｢標準理論｣の枠を超える発見となり､人類の知

的資産の蓄積に大きく貢献するでしょう。

　KEKBやLHCは過去の資産を活用して建設され､アッ

プグレードを経て新しい実験に取り組み､さらなる成果

が期待されています。新しく建設されるILCもノーベ

ル賞級の成果を次世代に引き継がれることでしょう。



第四分冊 ILCの波及効果

98

図1 /  KEKでは、総研大での教育に加え、多くの中高生
の見学・実習受け入れも行なっている。また、全国に研
究者を講師として派遣する「KEKキャラバン」プログラム
も提供している

人 材 育 成への貢 献

　KEKは大学共同利用機関法人として国内外の研究

者と共同研究を行い､共同利用の場を提供し､大学の高

度な教育・研究を支え､最先端の加速器科学や関連分

野の研究に貢献しています。2016年度の共同研究者

等の受入人数は7,606名。そのうち外国機関からの受

入数は1,733名です｡国際学術交流協定も100件を数え

ます。

　KEKは､大学共同利用機関の最先端の研究環境を活

用した､1988年に日本初の大学院大学として創設され

た｢総合研究大学院大学(総研大)｣の高エネルギー加速

器科学研究科の基盤機関となっています。加速器科学

専攻､物質構造科学専攻､素粒子原子核専攻の3専攻が

あります。

　加速器科学専攻では､加速器性能の向上を通じた自

然科学の推進を主目的に､加速器の原理や先端的加速

器技術の研究など､理論・実験の両面から教育を実施

しています。物質構造科学専攻では､大型加速器から

発生する放射光､中性子､ミューオン､低速陽電子の四

つのビームを用いて､物理・化学・生物・医療などの

様々な分野における物質構造の研究を行っています。

素粒子原子核専攻では､高いエネルギーで大強度粒子

ビームを使った実験によって素粒子・原子核の性質を

明らかにする研究と、宇宙から超弦理論までカバーす

る理論研究を行っています。

　本研究科は2006年に5年一貫制博士課程とな

り､2017年9月までに133名の博士を輩出しました。

そのうち海外からの留学生は34名(約25%)を占めま

す。国際的な研究拠点であるKEKでは､国内外の多数

 先端技術を駆使した加速器の建設には､世界の研究者・技術者が一体となって取り組むことが必要
です｡加速器完成後は､研究者が引き続き滞在してデータの解析や加速器の運用を行います｡加速器
は加速器科学を取り巻く知の拠点となり､未来の人材育成の拠点としての役割も果たします｡その実
例として､KEK加速器が人材育成にどのような役割を果たしてきたのか紹介します。

の研究者と日常的に接触できる理想的な教育環境の

中で､367名(2017年9月現在)の教員が､個人の能力に

即した教育を行っています。修了後には70%の人材

が､KEKや大学・研究機関で研究者として活躍してい

ます。

　先端技術のかたまりであるILCは､物理実験のみな

らず先端加速器の研究テーマも幅広く内包している

ことから､リニアコライダー関連の研究で博士号を取

る学生も増えてきました。ビーム制御や超伝導空洞

開発だけでなく､高精度電磁石設計や低温技術､大電

力高周波系や制御などの最新の研究成果がILCに活か

されています。

　ILCが日本国内に建設されれば､これまでの研究開

発に加えて､詳細設計､建設段階から運転期間の長期

にわたって､世界中の優秀な研究者や学生を引き付け

る一大拠点となるでしょう。ILCで学んだ技術を､新

たな加速器開発や母国の加速器建設に応用したり､先

端的な専門技術を｢ものづくり｣に活かすことも可能

です。ILCは加速器にとどまらない国際協力や専門技

術者育成にも貢献します。

　ILCは､新しい素粒子物理学､物質科学､加速器科学

の知の拠点が形成され､未来の人材育成の拠点となる

でしょう。KEKは加速器開発・実験と､人材育成と実

績でILC実現に貢献します。
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図3 /  ILC建設から派生されると想定される新規開発分野

国際リニアコライダー（ILC）計画に関する技術的・経済的波及効果及び世界各国における素粒子・原子核物理学分野
における技術面を含む研究動向に関する調査分析 資料から作成

図2 /  民間への波及効果アンケート結果

KEK加速器の産業波及効果, 大強度陽子加速器施設計画評価専門部会（第3回）資料から作成

産 業への波 及

　加速器を構成する部品は多岐にわたります。粒子を

加速する加速空洞､空洞に高周波電磁波を供給するク

ライストロン､ビームを軌道にそって走らせる｢電磁

石｣､その電源､ビームの通り道を真空に保つビームパ

イプ､真空ポンプ､加速器の全構成部品を遠隔操作する

制御システムなどがあります。各部品から最大限の性

能を得るために､研究者とともに様々な企業が果敢に

チャレンジしました。KEKに関わる加速器や実験装

置を製作した企業への調査結果では､約6割の企業が

技術力を得たという調査結果でした｡加速器や測定器

の完成後にその効果が現れることが多いことから､様

々な形での波及効果が期待されると考えられます。ま

た､波及効果が認められる分野も多岐に渡っています

(図2)。

　KEKB加速器の建設には､150社を超える企業が参

加しました。ILCの建設では､より多くの企業の参入

が見込まれます。これまで加速器建設に必要とされて

きた分野に加えて､ILCの実現のために新たに必要と

予想される技術・製品分野も抽出されており､さらな

る産業波及が期待されます(図3)。

　加速器の構成部品と、そこからの波及効果をご紹介

します。
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加速器 クライストロン(大電力高周波発生装置）

　クライストロンは､加速空洞で粒子の加速に用い

る高周波(RF)電力を供給する装置です。真空管の1

種で､1970年代まで主力はUHF放送送信機用の出

力10〜30キロワットの連続波(CW)のクライストロ

ンでした。

　加速器のためには大出力のクライストロン開発

が必要で､企業との共同開発が進められてきまし

た。2017年に運用を開始したSuperKEKB加速器の

主加速器には､1.2メガワットのCWクライストロン

が､入射器には100メガワットのパルス型クライス

トロンが使われています。

　加速器建設に向けて共同開発を行ったクライス

トロンには､独創性の高い多くの技術が用いられて

います。クライストロンの本体から導波管にマイ

クロ波を取り出す部分には出力窓としてセラミック

部品が使用されます。内部の真空を保ち､同時にマ

イクロ波をスムーズに通過させることが要求されま

す。RF出力を上げて､あるレベルに達すると放電が

生じます。この問題を解決するために､導波管変換

部を調整したり､セラミックに窒化チタンコーティ

ングを施すなどの工夫が施されました。　

　トリスタンと KEKB 加速器の電子と陽電子の加

速用に共同開発されたクライストロン(図5)は､世界

一安定で高出力であることが認められ、2014年に

独立行政法人国立科学博物館が認定する「重要科学

技術史資料(愛称：未来技術遺産)」に登録されまし

た。

　最近は､10メガワットパルス出力マルチビームク

ライストロンが開発されました。これは欧州XFEL

に採用されおり､ILCでの採用も期待されています。

図4 /  トリスタン加速器用五
連超伝導加速空洞　(三菱重
工製）

　加速器の開発過程では様々な技術開発が行われて

きました。1960年代から企業との協力で加速器開発

が開始されました。既存の精密加工技術などを基礎

として常伝導加速管の製造から開始し､これまでに

KEKB加速器の入射器やJ-PARCリニアック用のACS

空洞などがKEKに納入されました。これらの製造に

あたり､無酸素銅の超精密加工や真空ロウ付けの技術

が発展しました。

　1981年から超伝導加速空洞の開発がトリスタン

加速器向けに開始されました。トリスタンは世界で

初めて超伝導空洞が本格的に実用化された加速器

で､1989年までに32台の5連空洞が製造されました

(図4)。また､KEKBやコンパクトERL(エネルギー回

収型リニアック)向けの超伝導空洞の開発過程では､

純ニオブ材の塑性加工や電子ビーム溶接技術が開発

されました。

　これらの研究開発で培われた加速器技術は､民生品

へと活用されています。顕著な例は､放射線治療装置

の開発です。加速管製造技術を活かして､従来の3分

の1の大きさのX線発生装置(加速器の全長30センチ､

重量10kg､電子ビーム出力6MeV)を開発し､世界で初

めて動体追尾照射が可能な治療装置が実用化されま

した。現在､18施設以上の病院で治療に使われてい

ます。

図５ /  未来技術遺産に登録されたクライス
トロン (東芝電子感デバイス製）
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　円形加速器の高エネルギー化にともない､ビームを

曲げるために磁場を高めることが求められ、1960年

代から加速器に用いられる超伝導磁石の研究開発が始

まりました。1970年代には企業との共同開発に発展

し､KEKの陽子加速器ビームラインに日本で初めて採

用されました。2008年にはJ-PARCニュートリノビー

ムライン用に全長150メートルの超伝導磁石システム

が導入されました(図6)。CERNのLHC加速器の超伝

導磁石の開発にも､KEKや日本の企業が大きく貢献し

ました。最近では､SuperKEKB衝突点でナノメートル

レベルのビームサイズを実現するための衝突点用超伝

導4極磁石が開発されました。

　超伝導磁石技術は､理化学研究所､日本原子力研究開

発機構(JAEA)やSPring-8でも活用されています。

　派生技術としては、医療用の磁気共鳴断層撮影装置

(MRI)用の超伝導磁石が挙げられます。現在の主力は

1.5テスラ超伝導磁石であり､軽量小型化の取り組みは

今も継続されています。

超伝導磁石

　ニオブは超伝導元素のレアメタルで､ILCの超伝導加

速空洞の重要な材料です。ニオブの主たる用途は鉄鋼

添加剤です。自動車のボディーなどの鋼板に使われて

おり､世界の需要の90％程度を占めています。一方､超

伝導加速空洞に用いられるニオブは極めて高純度のニ

オブです。

　1985年にKEKはトリスタン加速器用の高純度ニ

オブを企業と共同開発しました。この高純度ニオブ

は、KEKB加速器のクラブ空洞やドイツ電子シンクロ

トロン研究所(DESY)､米フェルミ国立加速器研究所

(FNAL)等の海外の研究所でも採用されています。

　海外から輸入した純度の低いニオブを電子ビーム溶

解炉で溶解を繰り返して精錬し､純度を高めます。そ

の後､鍛造､圧延､表面研磨､熱処理等を経て､板材等に

します。

　ニオブの純度を示す指標は残留抵抗比(RRR)で､値

が大きいほど純度が高くなります。トリスタンのころ

のRRRは20程度でしたが､最近では500を超える純度

の非常に高いニオブが製造可能になっています。

　ILCの超伝導空洞製造には200トン以上のニオブ材

が必要ですが､数年で製造が可能な技術レベルに達し

ています。最近では､精錬後にインゴットからディス

クを切り出して空洞の素材とする技術が成熟しつつあ

ります。この技術は大幅なコスト削減に役立つと期待

されています(図7)。

超伝導材料：ニオブ

図7 /  インゴットから切り出されたニオブデ
ィスク

図6 /  J-PARCのニュートリノ実験用ビームラインの超伝導磁石
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　KEKB加速器の実験に使うBelle測定器は数種類の

検出器から構成されています。衝突点の近くに配置さ

れる飛跡検出器(SVD)には､シリコンストリップ飛跡

検出器(SSD)が使われています。フォトダイオード技

術とIC技術を融合し､超小型・高精度の検出器を実現

しました。基板上に数ミクロンから数十ミクロン幅で

受光部が形成されており､高エネルギー粒子の入射位

置をミクロン単位で検出できます。信頼性が高く､低

ノイズ､優れた放射線耐性等の特長があり､LHC加速器

の2つの測定器にも使用されています。

　KEKは企業との協力で｢PPD｣と呼ばれる半導体光検

出器(図9)を開発しました。PPDはピクセル化された

アバランシェ・フォトダイオード(APD)の信号の和を

並列に読み出すことで､信号の読み出しを大幅に高速

化します。センサ受光部面積が1平方ミリメートルと

小さく､たくさん並べることで細分化した信号を読み

出すことができます。また､光電子増倍管に並ぶ増幅

率と光子検出効率､磁場に対する耐性などの特質を有

します。光電子増倍管は磁場に弱いため磁石内部に設

置することができず､光ファイバーなどで測定器の外

に引き出す必要がありました。PPDは磁石の内部に置

くことができます。

　PPDは応用範囲が広く､2006年には商品化されま

した(図6)。J-PARCのニュートリノ前置検出器にも

62000個が使用されています。ILCでは､カロリメー

タの細分化した光信号読み出しに用いる予定です。医

療用の陽電子放射断層撮影(PET)の検出器への応用も

検討されています。

光検出器技術
　ILCは国際協力で進められ､各部品の製造も国際分担で行われます。ILCの実現には､国内外の多くの企業が重

要な役割を果たします。国家プ・国際プロジェクトに参画することで､企業のプレゼンスが上がり､ビジネス展

開できます。何よりも難題にチャレンジすることで､技術開発が加速し､人が育つ波及効果があります。新たな

雇用が生まれ､地域の企業が競争力をつける波及効果もあります。ILCの運用期間を含めると､長い年月の雇用が

期待できます。派生する関連産業分野の企業立地の創出も期待できます。大型加速器を有するCERNの先行例

を参考に､KEKも先端科学技術の産業集積に尽力します。

図６ /  商品化されたPPD (MPPC)
画像提供：浜松ホトニクス

　ILCで加速器の建設に携わり、加速器を使うこともできる次世代の
科学者のトレーニングはもとより、加速器科学からの技術的なスピン
オフは、とりわけ実りの多いものになります。例えば、宇宙開発等より
ずっと有益だと私は思います。なぜなら、オンライン・コンピューティン
グや、高磁場技術、冷凍技術など多岐の分野にわたるからです。
 今こそ、日本がその技術力を持って、リーダーシップを執り始める時
です。私は、この新しい加速器プロジェクトを日本がホストすることは、
日本にとって賢い選択だと思います。
スティーブン・ワインバーグ博士（1979年ノーベル物理学賞） 
ILC応援メッセージより抜粋
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加 速 器 と I T

　現代社会に欠かせないIT技術にも､素粒子物理学は大

きな貢献をしています。ワールドワイドウェブ(WWW)

は､現在のインターネットの基本ルールのようなもの

で､WWWの取り決めによって､私たちはウェブページ間

をジャンプして閲覧し､画像や動画を楽しむことができ

ます。WWWは､HTMLという言語で作成されますが､

これを発明したのは欧州合同原子核研究機関(CERN)の

研究者です。素粒子物理学の研究者たちが研究の情報

を共有するためのツールとして開発されたのがはじま

りです。WEBサイトが初めて公開されたのは1991年。

翌年の国際会議に出席したKEKの研究者がWWWに興

味を持ち､CERNの開発者に直接ウェブページの作成法

を教えてもらい､日本で初めてKEKがウェブサイトを公

開しました(図7）。WWWサーバーに用いたパソコン

が､KEKで展示されています。CERNは現在のウェブの

経済価値は年間1.5兆ユーロ(1ユーロ130円換算､年間

195兆円）と試算しています。桁外れのイノベーション

です。

　CERNのLHC実験で生成される実験データの量は､

年間50ペタ(1015)バイトです。この膨大なデータ量に

対応するため､各大学や研究所にある数千のコンピュー

タを接続し､あたかもひとつのコンピュータであるかの

よう利用する技術､GRIDが開発されました(図8)。これ

は､今日のクラウドコンピューティングと呼ばれるグロ

ーバル・ネットワークの先駆けとなりました。多くの

コンピュータをつなげて効率よくデータを扱う手法の

ひとつとして注目されています。

イノベーションへの波 及
　最近よく耳にする「イノベーション」という言葉。新しいアイデアから社会的意義のある新たな価値を創造
し、大きな変化をもたらす変革を意味します。この章では、加速器と○○が新結合すると、何かが生み出され
るという観点から実例を紹介します

図7 /  日本初のウェブ
ページの再現ページ

図8 /  LHC用のGRIDコ
ンピューターのサーバー
画像提供：CERN
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　加速器を使う代表的な診断装置がコンピュータ断
層撮影 (CT) です ( 図 9）。X 線発生装置を身体のま
わりに回転させ ､ 反対側にある放 射線検出器で電気
信号 情 報をコンピュータで計算して横断面を画像に
します。CT は身体を輪切りに撮影して ､ 脳出血や脳
こうそく ､ がん等の診断に使われます。最近では CT
の高速 ､ 高性能化が実現し ､ 脳や心臓 ､ 肝臓などの
臓 器を連 続的に撮 影し ､ 血流循環 動態をとらえるこ
とも可能となっています。
　 がん の 早 期 発 見 が 可 能 な 陽 電 子 放 射 断 層 撮 影
(PET) で使用される薬剤の製造にも ､ 加速器が使用
されています。加速器を使った放 射線治療は ､ 副作
用が小さく患者に優しいがんの治療法として注目され
ています。
　K EK は陽子を使う粒子線治療に深く関わっていま
す ( 図 10)。1973 年に大 型 陽 子加速 器を利用した
治療を提案し ､ 放射線医学総合研究所 ､ 筑波大学と
の共同研 究により実 験を開 始しました。1983 年に
は臨 床研究を開始。2000 年までは K EK で ､ 翌年
からは筑波大学付属病院に新しく設置された施設で
治療を行い ､ これまで約 4000 名が粒子線治療を受
けました。
　 さらに ､ 難 治がんの治療 法として ､ ホウ素中性子
捕 捉 療 法 (BNCT) が 注 目さ れ て い ま す ( 図 11)。
BNCT はがん 細 胞に選 択 的に集まるホウ素 化合 物
を治療直前に患者に投与し ､ 病巣部に中性子を照射
することによってがん 細 胞内のホウ素と中性子が 核
分裂反応を起こし ､ 放出される粒子ががん細胞を選
択的に破壊する治療法です。これまでは研究用原子
炉を使って BNCT の臨 床研究が行われてきました。
現在 ､ 小型の加速器を使って中性子を発生させて治
療をする BNCT の実 用に向けた研 究 開発が 進めら
れています。2010 年に筑波大学を中心に K EK､ 日

本原子力開発機 構 (JA EA)､ 北海道大学 ､ 茨城県と
三菱重工業等の民間企業の産学官連携プロジェクト
チームが 発 足し ､ 治 療 装 置の開 発に着手しました。
線形加速器 ( リニアック ) を用い ､ 陽子を 8 メガ電子
ボルト (MeV) まで加 速してベリリウムに入 射し ､ 中
性 子を発 生させます。 リニアックは K EK が中心と
なり J-PA RC の技術を応用して開発しました。製 造
は J-PA RC 加速器の製 造実 績がある三菱 重工業が
担当しています。装置は茨城 県が 整 備したいばらき
中性子医療センター ( 茨城県那珂郡東海村）に設置
され ､J-PA RC の協力のもと試験が行われています。
内閣府が主導する「つくば国際戦略 総合特区」のラ
イフイノベーション分野のプロジェクトの一つに設定
されています。
　加速器は ､ 創薬にも使われます。タミフルやリレン
ザといった著 名なインフルエンザ 薬をはじめ ､ 薬の
標的となるタンパク質の立体 構造 ( 三次元構造）を
基に設計された薬が急 速に普及しています。標的タ
ンパク質と薬の関係は ､ 鍵 穴と鍵にたとえられます。
有用な薬を作るためには ､ 鍵 穴 ( 標 的タンパク質 ）
に正しくフィットする鍵 ( 薬 ) を作る必要があります。
そこで ､ 鍵 穴の立体 構造を加速器から発生する ｢ 放
射光 ｣ で解析し ､ 鍵の形を分子レベルで設計します。
また ､ 放 射光を用いて ､ 標 的タンパク質が 薬と設計
通りに結合しているか明らかにします。その結果 ､ 従
来よりも効果が 高く ､ かつ副作用が少ない薬を短 期
間・低コストで作れるようになりました。国内のいく
つかの製薬企業は ､K EK の放射光施設フォトンファ
クトリーを利用して ､ 新薬の開発を行っています。

加 速 器 と 医 療
　 日 本 国 内 だ け で も 1 0 0 0 台 以 上 ､ 世 界 で は 1 万 台 に 近 い 加 速 器 が ､ 診 断 や 治 療

に 活 躍 し て い ま す 。 電 子 や 陽 子 ､ さ ら に 重 い イ オ ン の 粒 子 を 加 速 す る と ､ 物 質 を

電 離 さ せ る 放 射 線 が 発 生 し ま す 。 こ の 放 射 線 を う ま く コ ン ト ロ ー ル す る こ と で ､

人 体 の 内 部 の 構 造 や 機 能 を 傷 つ け る こ と な く 検 査 し た り ､ が ん な ど を 治 療 を し た

り で き る の で す 。 図9 /  CTスキャン装置
画像提供 株式会社日立
製作所ヘルスケアビジネ
スユニット

図10 /  粒子線治療装置

図11 /  リニアックベー
ス BNCT 用治療器
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加 速 器 で つ く ら れ る 粒 子 の ビ ー ム は 、 新 素 材 の 開 発 や 強 化 、 物 質 の 表 面 処

理 な ど に 使 用 さ れ 、 工 業 技 術 の 向 上 に 深 く 関 わ っ て い ま す 。

　 加 速 器 と 工 業 技 術 の 深 い 関 係 を 示 す 良 い 例 が 「 自 動 車 ｣ で す ( 図 1 2 ) 。 自 動 車 は 約
３ 万 点 の 部 品 で 構 成 さ れ ま す 。 鉄 鋼 ､ 非 鉄 金 属 ､ ゴ ム ､ プ ラ ス チ ッ ク ､ 紙 な ど の 材 料
が 用 い ら れ て ､ 開 発 ・ 生 産 過 程 で 加 速 器 が 活 用 さ れ て い ま す 。
　 例 え ば ､ タ イ ヤ の 製 造 に は 電 子 加 速 器 が 使 わ れ ま す 。 原 材 料 の 生 ゴ ム に 放 射 線 を 照
射 す る と 強 度 が 増 し ま す 。 精 度 の 高 い 成 形 を 行 う こ と も 可 能 と な り ､ タ イ ヤ の 品 質 ・
安 全 性 が 向 上 し ､ ゴ ム の 使 用 量 の 削 減 に も 役 立 ち ま す 。
　 例 と し て J - P A R C の 中 性 子 ビ ー ム ラ イ ン ､ S P r i n g - 8 の 放 射 光 ビ ー ム ラ イ ン と ス ー
パ ー コ ン ピ ュ ー タ 京 を 用 い た 新 材 料 開 発 技 術 が 挙 げ ら れ ま す 。 加 速 器 を 用 い た ゴ ム 内
部 の 構 造 と 運 動 性 の 詳 細 解 析 と コ ン ピ ュ ー タ シ ミ ュ レ ー シ ョ ン を 行 い ､ タ イ ヤ の 相 反

エンジンルームの中のさまざまな耐熱性電

線の製造にも電子加速器が使われていま

す。電線の皮膜に使われるポリエチレン等

のプラスチック類は、放射線照射で溶剤や

熱に強くなり、電気絶縁性・耐薬品性が増

します。このため、エンジンルームのよう

な高温環境でも、熱や油等による摩耗を防

ぐことができ、安全性の高い自動車の製造

を実現しています

エンジンルーム

日本国内では、年間約 2 億本のタイヤが

製造されており、その 90％以上が「ラジ

アルタイヤ」です。そのラジアルタイヤの

90% 以上が電子加速器を使って製造されて

います。

タイヤ

自動車のインストルメントパネルやドア、シートなどのプ

ラスチック製内装部品の多くは製造過程で放射線が照射さ

れています。ドアやシートの緩衝材、エアコンの断熱材な

どには「発泡プラスチック」が使われています。型に入れ

られたプラスチック基材の外から放射線を当てて外形を固

め、加熱処理で内部に発泡を作ります。車両の軽量化や、

燃費の向上に役立っています

内装

電子制御装置 自動車には、燃料インジェクターの制

御や、エアコンのインバーターなどさ

まざま電子制御装置が使われます。こ

れらの装置の心臓部が半導体素子。半

導体の素材であるシリコンに電子線を

照射することによって、シリコン結晶

のばらつきを制御。電流の流れをコン

トロールし、半導体の機能を向上させ

ています。また、電子線照射は、素材

の強化にも役立っています。

性 能 で あ る 低 燃 費 性 能 ､ グ リ ッ プ 性 能 に 加 え 耐 磨 耗 性 能 の 大 幅 な 向 上 が 可 能 と な る
新 材 料 開 発 技 術 を 完 成 し ま し た 。
　 従 来 の 技 術 で は 困 難 で あ っ た ゴ ム の 構 造 と 運 動 性 の 関 係 の 解 明 が ､ 放 射 光 ( X 線 )
と 中 性 子 を 使 い 分 け る こ と で 可 能 に な り ま し た 。 解 明 し た モ デ ル に よ る コ ン ピ ュ ー
タ シ ミ ュ レ ー シ ョ ン で 分 子 構 造 を 設 計 し ､ 高 性 能 な タ イ ヤ の 製 造 を 可 能 に し ま し た 。
　 自 動 車 に 使 わ れ て い る そ の ほ か の 加 速 器 関 連 技 術 も 図 X に 紹 介 し ま す 。

加 速 器 と 材 料

図12 /  自動車に使われる加速器関連技術
　　　　自動車イラスト：Rey. Hori
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ニホニウムの発見　
　113番目の元素を理化学研究所の研究グループが発見、2015年末に命名権が与えられました。
名称はニホニウム（Nh）。新元素の合成には加速器が使われています。理化学研究所の重イオン線
形加速器RILACを用いて、亜鉛（Zn：原子番号30）のビームをビスマス（BI：原子番号83）標的に照
射し、ビーム核と標的核との完全融合反応によって合成されました（図13）。
　原子番号が104以上の超重元素と呼ばれる元素は全て不安定で、より安定な元素へと短時間で
崩壊してしまいます。そのため新元素の合成を証明するには、その元素が崩壊連鎖を起こして既知
の原子核へ到達していることの確認が重要です。標的から飛び出した粒子は反跳分離器と呼ばれ
る分離装置を通過させた後、検出装置に導入して調べます。加速器、検出器の性能向上と粘り強い
実験が今回の発見に繋がりました。
　2004年に、1秒間に2.4兆個の亜鉛ビームをビスマスに79日照射し、約50兆回衝突させた結
果、1個目の合成に成功しました。これまでに3回の合成に成功しました。同研究グループは、すで
に、次なる119番元素を合成するために、加速器のビーム強度増強や分離器の性能向上を図って
いるそうです。元素周期表にアジアの国としては初めて日本の元素が加わりました。加速器ベース
の材料開発の新たな進展が期待されます。

おいしさ、安全性、価格… 様々なものが農作物に求められます。農業分野のこれらの問題解決にも、加

速器は一役かっています。

　おいしい農作物をつくるために欠かせない品種

改良にも加速器が使われています。重粒子線ビー

ムを植物に当てると､細胞内のDNAがダメージを

受けます。細胞はダメージを自己修復しようと動

き出しますが､その際､植物に突然変異が起こるこ

とがあります。このことを利用して､植物の色や

形､性質を変化させることができるのです。

　加速器を使うと2〜3年で品種改良を行うこと

ができます。これは､5〜10年の期間を要する交

配を繰り返し行う方法より効率的です。どんな品

種になるか予想できないという課題もあります

が､塩害に強い稲や､開花時期を調整し二季咲きに

した桜など､開発に成功した事例が多数報告され

ています（図14）。

　農薬を使わない害虫駆除法として｢不妊虫放飼

法｣があります。人工的に不妊化したオスの害虫

を大量に野外に放ち､自然繁殖を防ぐ方法です。

害虫の不妊化には､加速器でつくった放射線が使

用されます。日本では1970年代より行われ､沖縄

を中心にゴーヤやキュウリなどに大きな被害を与

えていたウリミバエの駆除に成功し､日本全国に

ゴーヤが出荷できるようになりました。

加 速 器 と 農 業

図13 /  ニホニウムの合成　画像提供：理化学研究所ホームページ

図14 /  加速器による品種改良　画像提供：理化学研究所
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　環境汚染を防ぐ–加速器にはそんな役割も期待されています。また、将来のエネルギー対策に加速器

を役立てる研究も進められています。 

加 速 器 と 環 境 • エ ネ ル ギ ー

図15 /  加速器による排ガス処理技術  提供：日本原子量開発機構

　火力発電所では､酸性雨の原因となるイオウ

酸化物や窒 素酸化物が多く排出され､環 境へ

の悪 影 響が世界 的な問 題となっています。近

年､小型の加速器が作り出した電子線を排ガス

に照射することで､大気汚染物質を効率よく除

去する技術が開発されました（図15）。この技

術は､火力発電に依存する中国の成都や杭州､

ポーランドのポモジャーニの火力発 電 所で実

用化されています。

　 10 0万キロワット級の原子力発 電 所からは

毎年約20トンの使用済 燃 料が発生､その処 理

処分は原子力開発を進める上で重要な課題で

す。廃棄物処分の大幅な負担軽減を目指し､半

減期が数万年に及ぶ長寿命の高レベル放射性

廃 棄 物を核 変 換して､半 減 期が 数百年の核 種

へと短寿命化する｢加速器駆動核変換技術｣が

研究開発されています。ここで用いられるのが

加速器駆動未臨界炉(ADS)です。ADSの研究

はJ-PARCでも行われています。

 ADSは主に大強度陽子加速器と未臨界炉の

2つで構成されます。大強度陽子加速器で核破

砕反応に必要なエネルギー(数百メガ電子ボル

ト〜数ギガ電子ボルト)まで陽子を加速し鉛・

ビスマスといった液体金属などのターゲットに

衝突させることで中性子を発生させて､ネプツ

ニウム､アメリシウム､キュリウム等の高レベル

放 射 性 廃 棄 物を燃 料とする未臨 界炉に導き､

これらの長寿命核種を短寿命核種へと核変換

します(図16)。A D Sは､炉心が未臨界である

ため原理的に暴走事故は起こらず､停止させれ

ば炉も停止するため､安全性が高いのです。深

地層に最終処分する高レベル放射性廃棄物の

量を減らし､地 層処分が必 要な超 長 期の隔 離

期間を大きく短縮することができます。

　エネルギー問題・地球 環境問題を解消する

ため､太陽エネルギーを人類が用いることので

きるエネルギーに変 換する｢人工光合成｣の研

究が進められています。2012年に東京工業大

学､K EKなどの研究グループは､人工的に作ら

れた分子が光エネルギーを分子内に蓄える際

の構造変化を､加速器からの放 射光で観察し､

人工光合成システムを直接的に初めて解明しま

した。本分子は､光合成を制御する天然の分子

より長時間､吸収した光エネルギーを保持でき

ることから､今後さらに効率的な人工光合成シ

ステム開発の進展が期待されます。

図16 /  高レベル放射性廃棄物の処分に役立つ核変換の原理
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 鉄道、橋梁、発電所、プラント等の大型構造物

の安全性が容易に確認できれば、各種設備を長

期にわたって使用することが可能になり、自然

環境の破壊を防ぐことにもつながります。この

ような安全性確認を行う検査方として、物を壊

さずに内部の傷や劣化状況を調べる非破壊検査

が注目されています。小型直線加速器でつくっ

た高エネルギーX線や中性子線を対象物に照射

することにより、目視では確認できない内部の

傷や劣化を見つけだすことが出来ます。また、

この検査方法を活用して、空港での手荷物検査

や貨物のセキュリティチェックも行われていま

す。

現在、理化学研究所では、加速器小型中性子源

システムによるインフラ非破壊観察技術開発が

推進されており、装置の小型可搬化開発が進め

られています（図17）

　加速器は、遺跡や仏像の年代測定にも用いら

れます。年代は、試料に含まれる放射性同位体

の量から測定しますが、この放射性同位体のイ

オンを測定可能な種類に変える仕組みとして、

加速器が用いられています。

　埋蔵文化財を傷つけることなく検査するためにも

加速器が使われます。一般的なレントゲン撮影(X線

透視技術)のほか、中性子イメージングを使うと、相補

的な情報を得ることが可能です。例えば、金属の腐食

部分は、金属の密度が減少しているのでＸ線が透過

し易くなるのに対し、そこに水素を含む腐食生成物が

発生していると中性子は透過し難くなります。金属容

器内に存在する紙、布、植物等の有機物は中性子ラ

ジオグラフィではっきりと確認できます(図18)。

加 速 器 と 安 全 加 速 器 と 歴 史

図17 /  
中性子を用いた 非破壊検査
画像提供：理化学研究所

図18 /  14~15世紀の西チベットの仏像
右側の画像は中性子イメージングで仏像の内容を調べたもの。台座部分の空洞に植物が
隠れているのがわかる
画像提供: Paul Scherrer Institute / Neutron Imaging and Activation Group
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先端加速器試験施設（ATF） 

　ATFは2000年に設置されました。1.3GeVの

リニアック､周長約140メートルのダンピングリ

ングを備えています(図19)。将来の加速器に必

要なビーム計測技術とビーム制御技術の開発研

究を行っています。2008年にはダンピングリン

グ下流に約100メートルのATF2ビームラインを

建設し､ILCで高ルミノシティを実現するために

必要なナノビームの技術開発を行いました。

　計画当初からアジア､ヨーロッパ､アメリカの3

地域が同程度の貢献をすることを目指して設計

製造および建設を分担しました。電磁石システ

ムやビームモニターなど多岐にわたる加速器要

素を世界中の大学・研究機関が分担しました。

中国､韓国､フランス､イギリス､米国､国際機関

CERNなどが参加しています。

　ビーム運転に関しても､ビームラインの建設と

同様に世界各国の研究者が参加し。ILC最終収束

系の技術開発に興味を持つ世界中の研究者が参

加しています。現在は､ダンピングリングで生成

される超低エミッタンスビームを利用して､37 

ナノメートルのビームサイズの実現とナノメー

トルレベルでのビーム衝突位置制御を目標とし

て研究を進めています。2014年には44ナノメー

トルの世界最小ビームサイズを達成し､ILCの目

標ビームサイズまであと一歩です。

　KEKがホストとして進めているATF2での経験

は､ILCを実現する際の国際的協力分担体制のモ

デルになります。共同開発研究に訪れる来訪者

は年間3000人日を超え､半数以上は海外からの

来訪者が占めます。またATFに関連した研究に

より博士号を取得した人は1990〜2015年に58

名で､そのうち海外から28名､総研大は11名（内

4名は留学生）です。博士号取得後の進路は4分

の3以上が加速器科学に関連するアカデミアで活

躍しています。2 章で述べた｢人材育成への波及

効果｣がすでに現れていることを理解いただける

と思います。 

I L C 準 備において
すでに現れている波 及 効 果

　KEKはILC計画実現に向けた加速器技術開発のため、先端加速器試験施設（ATF）、超伝導リニアック試験
施設（STF）、空洞製造技術開発施設（CFF）を設置しました。ここで行われている取組から、ILC実現により
期待される波及効果がすでに出ています。これらの具体的な例をいくつか紹介します。

図19 /  ATFのダンピングリング
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超伝導リニアック試験施設（STF） 

　STFは2005年に設置されました。電解研磨設

備､クリーンルーム設備､クライオモジュール組

立設備､超伝導空洞検査設備､超伝導空洞縦測定

設備､入力カップラープロセス設備､クライスト

ロン設備､ヘリウム冷凍機設備などを備えていま

す。地下10メートルには横幅5メートル､高さ5

メートル､長さ100メートルの加速器トンネルが

あり､試験用超伝導加速器のビーム運転が可能で

す。ILC用の加速モジュール､ヘリウム冷凍機シ

ステム､高周波システムの開発を念頭に置き､各

種の超伝導加速システムの開発に供用できる設

備を集中的に整備。その機能をKEK内や国内外

の大学､研究所に供用し､超伝導加速器の発展に

大きな貢献をしています。

　2010年には｢S1グローバル·クライオモジュー

ル試験｣が行われました(図20)。ILCの加速勾配

に近い高性能空洞を世界から持ち寄り1台のクラ

イオモジュールで同時に運転する国際協力試験

をKEKがホストしました。4台の空洞を組み込む

ことができる半サイズのILC型クライオモジュー

ル2台にKEKの空洞4台､ドイツ電子シンクロト

ロン研究所(DESY)の空洞と米フェルミ国立加速

器研究所(FNAL)の空洞2台を装着して､同時に運

転しました。2台のクライオモジュールのうち1

台はイタリア国立核物理研究所(INFN)が、もう

1台はKEKが製造しました。トラブルのため合成

運転は1台を外した空洞7台で行われ､平均加速勾

配は26MV/mでした。各国の研究者と協力して

組立､試験を遂行できたのは大きな成果といえま

す。

　現在はSTFフェーズ2計画が実施されていま

す。12台の空洞をILC用のクライオモジュール

の1.5倍長のクライオモジュールに収めてビーム

加速試験を行います。この内9台の空洞は単体

試験でで35MV/m以上に到達する非常に良い結

果となりました。これまでに3回の冷却試験を

行い､クライオモジュールとしての平均加速勾配

31MV/mを得ました。

空洞製造技術開発施設（CFF） 

　CFFは2011年に設置されました。クラス

100000のクリーンルームに､大型の電子ビーム

溶接機､プレス機､化学処理室などが設置されて

います。従来からある機械工学センターの工作

機械と合わせると､ニオブ製超伝導空洞をKEK内

で全て製造できます。超伝導加速空洞の試作は

機械工学センターで行っていましたが､ILC計画

に向けて製造技術研究を加速するため本施設を

設けました。

　2017年にはCFFで製造した超伝導加速空洞の

加速勾配が､ILCの要求仕様である35MV/mを超

える38MV/mを達成しました(図21､22)。ここ

で得られた知識や技術を広く公開することで､多

くの企業が空洞製造に参入することを期待して

います。CFFでは加速空洞の製造品質向上､製造

コスト低減に関する研究開発を継続して行って

おり､現在はニオブ材のコスト低減の研究を行っ

ています。　　

　空洞には高純度のニオブが使われます。ILC計

画では大量のニオブ材が必要なので､材料の安定

供給のために複数の企業から材料調達するため

の産学連携が必要です。KEKはそのための新た

な取り組みを進めています。

図20 /  S1グローバル実験の様子

図21/  CFFで製造した超伝導加速空洞

図22/  電界性能試験（たて測定）結果
のグラフ。赤い点が38MV/mを記録し
た2号機
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測定器 

　ILC測定器として､ILDとSiDという二つのコン

セプトが提案されています。多くの日本の研究

者が「ILD測定器」の国際研究チームに参加し

て､ILCの測定器の開発研究を推進しています。

この開発研究を通して多くの若手研究者を育成

しています。これまでに100人を超える修士号取

得者と10名の博士号取得者を輩出しています。

　測定器から得られる大量のデータを解析する

ソフトウエアのシステム(ILCDIRAC)の開発も行

われ､そのシステムは他の高エネルギー実験にも

応用されています。 

　ILCによる波及効果に関する調査は多く行わ

れています。すべて網羅はできてはいませんが､

収集した資料を参考文献に挙げます[参考文献

10､61-68]。ここでは､いくつかの報告について

紹介します。

　2007年にはKEKのILC技術波及効果調査グル

ープにより「ILC技術の波及効果」が発表されま

した。ILC技術をシステム／サブシステムの面か

ら､次いで基盤技術の面から波及効果を概観して

います。これらの中から､未だ潜在的であると思

われる技術を選び､詳細に調査しています。学界

および産業界への直接ヒアリングも行っていま

す。具体的には､フォトカソード電子銃､レーザ

ーコンプトン散乱線源および偏極電子ビームを

取り上げています。

　2013年には先端加速器科学技術推進協議会

（AAA）の大型プロジェクト研究部会産官学連

携推進ワーキンググループから「加速器利活用

の現状と将来―国際リニアコライダーの生み出

す未来と波及効果―」が発表されました。延べ

49団体､300名が参画し､議論を交わしてまとめ

ました。産業への波及効果､関連技術の利用につ

いて幅広く調査されています。ILC誘致に伴う社

会的､経済的､技術的波及効果について言及して

います。

　最近では､2015年に文部科学省が行った「国

際リニアコライダー（ILC）計画に関する技術

的・経済的波及効果及び世界各国における素粒

子・原子核物理学分野における技術面を含む研

究動向に関する調査分析」（野村総合研究所）

の報告書が公開されました10)。加速器､素粒

子・原子核物理学､経済分析等の分野の研究者や

有識者による､国際リニアコライダー計画に関す

る調査分析検討委員会（委員長：熊谷教孝高輝

度光科学研究センター名誉フェロー､他委員10

名）が設置され､調査・分析結果や報告書の内容

について検討されました。国内外の政府機関､主

要研究機関､加速器関連企業への現地訪問インタ

ビュー調査も実施されました。報告書前半の約

140ページに渡り､技術的､経済的波及効果が検討

されています。TDRに示された数字を前提にILC

の建設及び活動による経済波及効果を推計した

結果､ILC計画により発生する国内の最終需要額

は約2兆1000億円､生産誘発額は約4兆4600億円

であるとされました。また､インタビュー結果を

基に､ILCで開発された技術の有効利用が見込ま

れる産業分野・製品分野がまとめられました。

日本生産性本部などが経済効果額を試算してい

ます。ILCを誘致している自治体は､ILCの誘致

による街づくりの波及や地元経済への波及とい

う観点で精力的にビジョン作成や試算を行って

います。

　波及効果を考察するうえで参考となる調査資

料は海外にも多く存在します。たとえば米国エ

ネルギー省（DOE）は2010年に「Accelerators 

for America’s future」を発行し､その後も継続

して加速器科学がエネルギー､環境､医療､安全等

に及ぼす波及効果に関する報告書を作成してい

ます。

　CERNは2013年に「科学とイノベーション

を加速する欧州の素粒子物理学研究の社会的恩

恵」をまとめました。原文は英語ですが､日本語

訳もあります。欧州の各国が基礎科学の知識を

プールした結果に生じる社会的な利益を考察し

ています。

　経済協力開発機構（OECD）は､「大型研究

施設の経済・社会的波及効果：CERNケースス

タディ」を報告しています71)。これも原文は

英語ですが､日本語訳もあります。調査は､科学

研究に関する事項につき､OECD加盟国及びパ

ートナー国の上級科学政策担当者が協議を行う

場であるグロバール・サイエンス・フォーラム

（GSF）が行っています。この報告書の目的は､

新規の研究施設やプロジェクトの実施にかかる､

難しい意思決定を行う立場となる行政官､資金提

供団体､政策決定者等に資する有益な教訓や実践

を抽出することであると記されています。

波 及 効 果に関するその他の調 査
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